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序　文

1997年7月のタイ・バーツ暴落による通貨危機に端を発し、1998年にかけて東南アジア諸国を襲っ

たアジア経済危機は、実体経済とともに国民生活にも大きな影響を与えました。その結果、これら諸

国においては社会的弱者層の保護、及び弱者層への転落を未然に阻止することを目的とした中・長期

的な制度基盤としてのソーシャル・セーフティ・ネット（SSN）がいまだ成熟途上であることが改め

て露呈されると共に、その必要性が再認識させられることとなりました。国際協力機構（JICA、2003

年9月までは国際協力事業団）もこの時期には各国のニーズに応えるべく、緊急対策として貧困対策

や保健医療分野の新規プロジェクトを立ち上げるなどの危機対応型の援助を行いましたが、これらの

危機が一段落し、各国が経済危機からの回復に向けて社会全体の変革を模索している昨今において、

中・長期的な制度整備への支援の重要性はますます高まっています。

また、このような援助ニーズの変遷に伴い、JICAの実施する援助も資機材や施設の供与と人材育

成などの技術協力のパッケージ型の支援に加え、政策支援・制度構築型の支援へも重点的に取り組

んでいる状況にあります。しかしながら、この分野の支援はようやく緒についたばかりとも言うこと

ができ、従来から実施している援助に加え、新たな課題にどう対応して行くかについて検討すること

が必要となっています。

本研究会は、開発途上国の恒常的なSSNの整備、および社会保障分野全般の支援を検討するにあ

たっての基礎的な知見を提供すると共に、有効な支援に向けたアプローチ、あり方を検討することを

目的に発足しました。国際協力総合研修所武田長久国際協力専門員を主査とし、3名の外部有識者を

アドバイザーとして迎えて構成し、平成15年1月から5月までに計6回の研究会を開催いたしました。

本報告書は研究会の成果を取りまとめたものであり、今後のSSN分野のJICA事業の実施に向けた課

題、留意事項などに関する提言を行っております。報告書はJICA内で今後とも十分な活用を図ると

共に、本分野での支援を実施するにあたっての基礎資料として、関係機関におけるより広い活用に供

したいと考えております。

研究会の実施、報告書の取りまとめにご尽力いただいたアドバイザーほか関係各位に厚く御礼申し

上げると共に、本研究会にご協力いただいた皆様に心より感謝申し上げます。

平成15年10月

独立行政法人国際協力機構

国際協力総合研修所

所長　金丸　守正
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